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௿ૺ৔৘્定事業਌ষ৿計画 
 ع仕事と家庭の両য়支援উছンع

 
平成 28 ফ4 月1 日 
揅ૺ৔市শ 
揅ૺ৔市議会議শ 
揅ૺ৔市教育委員会 
揅ૺ৔市消防শ 
揅ૺ৔市代表監査委員 
揅ૺ৔市৭挙拻৶委員会 
揅ૺ৔市農業委員会 
揅ૺ৔市固定資産評価審査委員会 

 
 はじめに  

揅ૺ৔市ではこれまで、「次世代育成支援対策推進法」（平成１５ফ法൅第１２０号) 第
１９条の規定に基づき、「௿ૺ৔৘次世代育成支援対策્定事業਌ষ৿計画」を策定し、職
員が仕事と家庭を両য়औせ、職場においてその能ৡをે分に発ม出来るよう、職場を挙げ
て支援する環境の整備に取り組んできました。 

上記の計画は平成27 ফ4 月に改定をষったところですが、平成27 ফ 9 月に、男੓の
人権が๑੎औれ、かつ、૶速な少子高ೡ化の進捯、বড়の೽要の多様化その౎の社会経済
情િの変化に対応できる掿かで活ৡある社会を実現することを目的とした「੓性の職業ে
ણにおけるણඩの推進にঢ়する法൅（以下「੓性活躍推進法」という。）」（平成２ڳফ法൅
第６４号）が成য়したため、その第1５条の規定に基づいて必要な項目を追加し、あらた
めて、職員がお൩いにੈৡし、全ての職員が仕事と家庭・子育てを両য়しながら活躍でき
る職場環境を整えるためのষ৿計画をここに策定するものです。 

 
 
このষ৿計画は、市として一体の態િを整えるため、次の各任命権者の৴名で策定する

ものとします。 

 
 

 

市長 ・ 市議会議長 ・ 教育委員会 ・ 消防長 ・ 代表監査委員 

選挙管理委員会 ・ 農業委員会 ・ 固定資産評価審査委員会 
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１．計画期間               
  本計画の期間は、平成28 ফ４月１日から平成33 ফ３月31 日までの5 ফ間とします。 
 
２．計画の推進体制             

本計画の策定・変ಌ、本計画に基づく取組の実施状況・目標の達成状況の点検・評価等について
は、ফ২ごとに各部署の総務担当挜等において把握し、市শ部拈にて取りまとめた後、幹部会議にて
報告をষうこととします。 

またその際、本計画の৔ઍを変ಌすべき෩しい社会経済情િ等の変化があった場合には、ৄઉし時
期のง来を挊つことなく、計画のৄઉしを進めます。 

 
３．計画の進捗状況（平成26 ফ২ऽदの実施状況）         

平成23 ফ4 月策定の「次਼代育成支援対策特定事業主ষ৿計画」に基づく平成26 ফ২拢までの実施
状況は次のとおりです。 

⋇制২の周知 
 ・出産・育児休業等にબる手続きや各種制২について、出産੒定者へ一༮を配ഘ 

②産前産後、育児休業取得時の代替要員の確保 
 ・育児休業代替ಏ時職員の採用または職員の配置替えにより対応 

③育児休業等の取得推進（平成26 ফ২実ౚ） 
 ・੓性職員の育児休業取得૨  100.0％ 
  （新規取得可能者7 名 うち育児休業取得者7 名 継続取得者14 名） 
 ・男性職員の育児休業取得૨    0.0％ 
  （新規取得可能者10 名 うち育児休業取得者0 名 継続取得者0 名） 
 ・男性職員の配偶者出産休暇取得૨   20.0％ 
  （取得可能者10 名 うち取得者数2 名） 
 ・ফ次有給休暇 平均取得日数8.1 日 
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４．੓性の職業েણにおけるણඩの推進にঢ়する法൅に基づくਠ状ীෲ       
੓性活躍推進法第15 条第３項および੓性の職業生活における活躍の推進にঢ়する法൅に基づく特定

事業主ষ৿計画の策定等にબる৔దਿഥ（平成27 ফ৔దਿഥ第61 号。以下「৔దਿഥ」という。）
第２条に基づき、次の項目について状況を把握し、改善すべき事情について分ෲをষいました。 

 
① ఼৷した職員にಚめる੓性職員のસ合 

採 用 平成23 ফ২ 平成24 ফ২ 平成25 ফ২ 平成26 ফ২ H27.4.1 
採用職員数（人） 10 12 7 15 15 
うち੓性（人） 4 8 2 8 9 
੓性の割合（％） 40.0 66.7 28.6 53.3 60.0 
職種ごとの採用人数内訳（人）  （ ）内は੓性の数 

一ಹষ৆職 3（1） 6（3） 3（0） 6（3） 5（3） 
土木技術職 1（0） 0（0） 1（0） 2（0） 1（0） 
保育士・幼稚園教諭 3（3） 4（4） 1（1） 4（4） 6（6） 
消防職 2（0） 1（0） 1（0） 2（0） 1（0） 
その他 1（0） 1（1） 1（1） 1（1） 2（0） 

 
・保育士・教諭は੓性が、土木技術職や消防職は男性が多いなど職種によって応募人数そのものに
偏りがあるが、消防士採用૥挧での体ৡ検査以外で、૥挧の৔ઍおよび৭考方法に男੓のય別はな
い。今後も性別にঢ়わらない能ৡのみによる採用をすすめる。 
・一般事務職について、採用人数が少ないためফ২により増減があるが、特筆すべき挽౮はない。
今後も性別にঢ়わらない能ৡのみによる採用をすすめる。 

 
 
 
② ਴಑峁峉ಲਢඐਜফ数峘੬੓峘୷౮ق௞૙૨峘੬੓峘୷౮ك 

௞ 職 ফ ২ 平成22 ফ২ 平成23 ফ২ 平成24 ফ২ 平成25 ফ২ 平成26 ফ২ 
退職者数（人） 6 16 15 21 13 
うち੓性（人） 5 10 7 11 9 
勤ਢফ数（ফ） 23.0 32.0 35.8 31.6 25.2 
うち੓性（ফ） 26.3 29.9 35.0 26.6 24.1 

 
・੓性の勤続ফ数が拊๝ಢいൊ向にあるが、শ期勤続者の中にも੓性がおり、大きな挽౮はない。 
・੥ฬ・子育て਼代の੓性職員の掤職は数ফに一人损২存૔しているが、ૡ೜などによる੟৶的な
事情が多い。 
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③ 超過勤務の状況 【平成26 ফ4 月ع平成27 ফ3 月】 
勤務月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

対象者
（人） 

男 176 176 176 177 177 177 177 177 177 177 177 177 
੓ 134 135 135 134 135 135 134 131 131 131 132 132 
計 310 311 311 311 312 312 311 308 308 308 309 309 

（％） ੓性の割合 43.2 43.4 43.4 43.1 43.3 43.3 43.1 42.5 42.5 42.5 42.7 42.7 
実施者
（人） 

男 127 138 128 138 162 128 147 149 133 138 137 123 
੓ 72 80 86 74 97 84 88 93 76 72 70 70 
計 199 218 214 212 259 212 235 242 209 210 207 193 

実施者割合 
（％） 

男 72.2 78.4 72.7 78.0 91.5 72.3 83.1 84.2 75.1 78.0 77.4 69.5 
੓ 53.7 59.3 63.7 55.2 71.9 62.2 65.7 71.0 58.0 55.0 53.0 53.0 

平均 64.2 70.1 68.8 68.2 83.0 67.9 75.6 78.6 67.9 68.2 67.0 62.5 
一人当たり 

時間（時間） 
男 12.8 13.1 8.8 10.1 21.0 12.6 14.6 18.4 10.2 14.1 11.5 9.9 
੓ 10.0 8.0 8.4 5.7 13.0 6.7 8.5 9.3 4.5 7.3 6.3 8.1 

平均 11.6 10.9 8.6 8.2 17.5 10.0 12.0 14.5 7.8 11.2 9.3 9.1 
60時間以上勤務者数（人） 11 5 3 0 7 4 5 13 0 5 1 5 

 
・対象者は時間外勤務手当支給対象者（拻৶職員以外、育児休業者を除く） 
・一人当たり実施時間は、一月あたり時間外勤務の総計を対象者数で除したもの。 
・超過勤務実施者の割合は男性より੓性の方が少ない。 
・一人当たり超過勤務時間は、実施していない者を含めた平均のため高い数値ではないが、実施者
のみで算出すると、平均15.4 時間となる。また、実施者平均だと男性と੓性の間に大きな挽౮はな
い。 
・上記実施者のうち月60 時間以上の超過勤務をしている者が一月あたり平均5 人损২いるなど、一
部の職員に偏って超過勤務が発生している状況がみられる。今後も、業務改善や業務の平準化によ
り捓૨化を図るとともに、ిਫな人員配置について検討が必要である。 

 
 
④ ଵ৶৓৉ਜ਼峕岬峵૙৩峕ಚ峫峵੓ਙ૙৩峘સ  ় 岧ୖশଓଯ௻ਰ঱૙৩岨 

基 準 日 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 
全体数（人） 103 98 99 94 91 
うち੓性（人） 28 24 20 21 20 

੓性の割合（％） 27.2 24.5 20.2 22.3 22.0 
 
・੓性拻৶職員が多い保育園・幼稚園の統廃合により割合が減少している。 
・挜শ拙拵級以上の拻৶職は昇任૥挧によるః用であり、੓性職員の中に昇任を希望しない職員が
いることも੓性拻৶職員が少ない原因の一つである。 
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⑤ ૚૽職஺మにँる職員にಚめる੓性職員のસ合 
 H24.4.1 現在 H27.4.1 現在  ( )内はうち一ಹষ৆職ಉ※ 

役職段階 
全体

（人） 
うち੓性
（人） 

੓性の割合
(%) 

全体（人） うち੓性（人） 
੓性の割合

(%) 
部শ級 11 1 9.1 12 (11) 1 (1) 8.3  (9.1) 
ୖশ級 44 4 9.1 32 (28) 0 (0) 0.0  (0.0) 

ୖশଓଯ級 40 19 47.5 44 (27) 19 (8) 43.2  (29.6) 
બশ級 72 32 44.4 84 (60) 41 (28) 48.8  (46.7) 
主査級 84 37 44.0 82  (53) 23 (12) 28.0  (22.6) 
主任級 85 38 44.7 72  (42) 42 (22) 58.3  (52.4) 
主事級 75 33 44.0 79  (45) 34 (18) 43.0  (40.0) 

計 411 164 39.9 405 (266) 160 (89) 39.5  (33.5) 
一ಹষ৆職ಉ※の平均ফೡ       

 全体 主事級 主任級 主査級 બশ級 ୖশଓଯ級 
男性 42.9 28.6 33.9 38.5 46.7 50.0 
੓性 40.4 28.9 35.4 40.8 47.5 53.1 

 
・一般ষ৆職給મ表（一）のჾ当者をૐ計。 
・※勤務形態等の違いにより、消防職、保育士・幼稚園教諭を除いたものを一般ষ৆職等としてૐ
計した。 
・部・挜শ級への੓性のః用は少ない。 
・挜শ拙拵級への੓性のః用はどちらのফ২も11 人が保育園・幼稚園の園শ職。 
・主任級の੓性の割合が高いのは、育児休業の取得により主任級の期間がশい者が多いことが原因
の一つ。 
・全体の平均ফೡは੓性が40.4 歳と男性の42.9 歳より拯いが、各々のమ級別の平均ফೡは੓性が
高い。育児休業取得等の影響により昇任時期が遅くなっているとも考えられる。実務をষっていな
い期間であることから、やむをえない部分もあるが、上位の級に相応する能ৡがある者は昇任の時
期を早めるなどの検討が必要。 

 
 
⑥ 男੓શの育児休業取得૨および平均取得期間 

 
平成26 ফ২の取得者数（人） 平成26 ফ২র峕ৗた峕取得૭ચと峔峍た職員数 

育児休業 部分休業 
育児短時
間勤務 

育児休業 
対象者 

うち取得
者 

取得૨ 
平均取得

期間 
男 性 0 人 0 人 未整備 10 人 0 人 0.0% 0.0 月 
੓ 性 21 人 0 人 未整備 7 人 7 人 100.0% 25.8 月 

計 21 人 0 人 未整備 17 人 7 人 41.2%  
 
・੓性の育児休業取得૨は100％で、平均で2 ফ以上取得している。 
・男性の育児休業取得૨は0％。周知ਂ拒、体制の整備ਂ拒が主な原因。 
・部分休業の取得は0％。周知ਂ拒、体制の整備ਂ拒が主な原因。 
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⑦ 男性職員の配偶者出産休暇および育児૞ਸのための休暇取得૨および平均取得日数 
 対象者 取得者 取得割合 平均取得日数 

配偶者出産休暇 10 人 2 人 20.0% 2 日 
育児参加のための休暇 2 人 0 人 0.0% - 

 
・配偶者出産休暇、育児૞加のための休暇ともに取得૨が拯い。 
・周知ਂ拒であることと、ফ次有給休暇で対応することが多いことが主な原因。 
 
 

⑧ ফ次થஔ休暇の取得日数 
職員区分 対象者 平均付与日数 平均取得日数 平均取得割合 

全体 396 人 19.8 日 8.1 日 41.0％ 
①下記以外 264 人 19.8 日 7.9 日 40.1％ 
②消防職員 69 人 19.9 日 10.3 日 52.0％ 
③保育園・幼稚園勤務 64 人 19.7 日 6.4 日 32.8％ 

 
・対象期間 H26.1.1عH26.12.31 
・付与日数には繰越日数を含まない 
・育児休業者、休職者、外部出向職員を除いて計算している 
・保育園・幼稚園勤務職員の有給休暇取得日数が少ない 
 
 

５．目標設定              
分ෲの੥ટ、੓性職員の活躍および、職員の仕事と家庭の両য়を推進するため、次のとおり目標を

設定します。 
なお、この目標は、任命権者ごとの個別ではなく、市全体の共通のものとして設定し、各部署およ

びその拧成職員でੈৡして推進することとします。 
 

[数値目標]               ফ২ૻຎ 現 状 目 標 

①育児休業を取得する男性職員の割合       H26 → H31 0.0％ 5.0％ 

②配偶者出産休暇を取得する男性職員の割合 H26 → H31 20.0％ 80.0％ 

③育児参加休暇を取得する男性職員の割合 H26 → H31 0.0％ 50.0％ 

⋊部分休業を取得する੓性職員の割合  H26 → H31 0.0％ 10.0％ 

⋋ଵ৶৓৉ਜ਼峕岬る職員峕ಚめる੓性割合 H27.4.1 → H32.4.1 22.0％ 30.0％ 

⋌ফઃથஔ休暇の取得日数 H26 → H31 8.1 日 10 日 
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６．目標の達成に向けての取り組み            
次਼代育成支援対策推進法の施ষ以ఋ、੓性職員の育児休業取得૨は100％であり、শ期間取得す

る者も増えてきています。また、配偶者出産休暇を取得する男性職員も徐々に増えてきており、職場
全体として、両親そろって子育てを大事にするという風潮が育ちつつある状況です。 

しかし、男性の育児休業や、育児૞加のための休暇の取得૨がいまだ０％であるなど、制২の活用
ができていない部分があり、引き続き制২の周知および、個々の状況に応じた支援や取り組みが必要
です。 

仕事と家庭の両য়を支援するため、「家庭よりも仕事優先」、「育児は੓性がするもの」という考え方
のਔ掟改挙、父親の積極的な育児૞加のတཫ、休業・休暇を取得しやすい環境づくり、働き方のৄઉ
しや多様な働き方の実現に向けて以下の取り組みを進めます。 

 
 
（１）制২のఢੴ 
育児休業、ಟ性保護、休暇、勤務時間、超過勤務の制限や、共済組合等による出産ા用の給付等の

経済的な支援措置など、仕事と家庭の両য়を支援する制২の周知に努めます。 
庁৔ॢルーউウख़॔（ॖンॺছॿॵॺ）等で制২の৔ઍやその活用の方法などについて職員への情

報提供に努めます。 
 
 
（２）妊娠中における配慮 
ಟ子の掕೨をిજに確保するため、次の取り組みをষい、職場全体でಟ性保護およびಟ性掕೨拻৶

に配慮します。 
 
① 業務ী૿のৄઉし 

ಟ子の掕೨を措なうことのないよう、仕事の分担のৄઉしをষうなど、職場全体でಟ性保護に取
り組みます。また、それに伴い特定の職員に負担がかかることのないよう配慮します。 
 
②代替要員の確保 

職員が安心して産前産後休暇を取得できるよう、必要に応じて、ಏ時的任用職員等の採用により
代替要員の確保に努めます。 
 
 
（３）制২をણ৷しやすい環境づくり 
①૚ர૏য়支援制২（育児休業ؚ配偶者出産休暇ؚ育児૞ਸのための休暇等）のਹ৷促進 

各種両য়支援制২のਹ用促進のため、拻৶者（部下を持つ職員を言う。以下同様）は、ಟ親や父
親となる職員の状況を事前に把握し、本人および所രশに各種制২の活用、休暇等の取得を促しま
す。 
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② 育児休業の取得時の代替要員の確保 
育児休業に入る際には、職員が安心して休業に入れるよう、職場৔の仕事の分担のৄઉしをষい

ます。また、必要に応じて、後任配置ྼはಏ時的任用、任期付職員および非常勤職員の採用により
代替要員の確保に努めます。 
 
③ 育児休業を取得した職員の৞ෟな職ৃ୮షの支援 

育児休業中は、職場の情報がಥബえることになり、挴షに際しての揃૩となる可能性がありま
す。職場のᅛ務担当者においては、५঒ー६な職場挴షが出来るよう、休業中の職員に職場や業務
の状況についての情報提供に努めます。 
 
 
（４）男性職員による஋ா৓な制২のણ৷推進 
配偶者の就排の有૮にかかわらङ、男性職員の育児૞加を促進するため、次の取り組みをষい、育

児休業等の制২の積極的な活用を促します。 
 
① 育児のための連続休暇を取得しやすい環境づくり 

配偶者が出産する場合の特別休暇「配偶者出産休暇（２日）」「育児૞加休暇（５日）」とফ次休暇
を合わせた休暇の取得の促進を図るため、父親となる職員に休暇の取得を促すとともに、取得しや
すい職場の環境づくりに努めます。 
 
② 育児休業等を取得しやすい環境づくり 

男性職員の育児休業、部分休業の取得૨は極めて拯い状況です。男性職員の育児休業等の取得の
促進を図るため、男性職員に育児休業、部分休業の取得を促すとともに、特にಟ親の産後ڴౝ間は
父親が積極的に育児休業を取得することができる職場の環境づくりに努めます。 
 
 
（５）休暇の取得の促進 
休暇の取得促進のため、業務計画の策定、業務配分のৄઉし、職場৔における応援体制の確য়、所

രশが૨先して休暇を取得する等、職員が休暇を取得しやすい環境づくりに努めます。また、所രশ
は、個々の職員のফ次休暇等取得状況を定期的に把握し、取得日数の少ない職員については休暇の取
得を促します。 

 
① ফ次休暇の取得の促進 

子どもの学校ষ事等への૞加や家族の記挡日等における休暇の計画的取得などにより、ফ次休暇
の取得促進を図ります。 
 
② 連続休暇の取得の促進 

ゴールデンウィーク、シルバーウィーク期間や夏季休暇の前後における休暇の取得、また、月曜



-9- 
 

日・স曜日と休日を組み合わせた休暇の取得などにより、৴続休暇の取得促進を図ります。 
このため、休日に挟まれた日における会議等の自粛に努めます。 

 
③ 子どもの看護休暇等の取得の促進 

子どもの病気等により看護が必要な際には、小学校就学前の子を看護する際の特別休暇（ফ５
日、２人以上の場合にはফ１０日）やফ次有給休暇を活用して、確実に取得できる職場の環境づく
りに努めます。 
 
 
（６）超過勤務の縮減 
超過勤務の縮減は、すべての職員とその家族のજ実なൢいです。育児をষう職員の捫ఽ勤務・超過

勤務の制限措置を周知し、その活用を促すとともに、より一層の超過勤務の縮減に向け、次の取り組
みを進めます。 

 
①ノー残業デーの実施 

職員が速やかに定時退庁し、家族で育児や食卓を囲むなどで過ごすよう、各職場で定時退庁日を
設定し実施に努めます。 
 
② 超過勤務縮減のためのਔ௙ཟ৅等 

拻৶者は、職員の超過勤務の状況等を的確に把握した上で、個々の職員に対して੐導するなど、
超過勤務の可能な限りの縮減に努めます。 
 
③ 事務の簡素・合৶৲の推進 

経済社会の変化に対応して新規業務が生じる中で、超過勤務を縮減するために、既存業務につい
て廃ૃ・合৶化等のৄઉしをষい、事務のලಞ・合৶化を推進します。 
 
 
 য事౮৿にणいての配慮（ڳ）
人事౮৿については、職員の家族拧成、子育ての状況に応じた配慮に努めます。 
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（８）ワークライフバランスの考え方に基づくਔ௙ཟ৅ 
職場優先の考え方を改め、職場で能ৡをે分に発มしながら、家庭や৉挦社会に૞画できるよう、

次の取り組みをষい、ਔ掟ཟ発に努めます。 
 
① 職ৃર੔のਔ௙のชਫ 
職員が家庭における૽割を分担しながら、かつ、仕事においても能ৡをે分発มできるよう、「家庭

よりも仕事を優先する」というこれまでの働き方や固定的な男੓の૽割分担ਔ掟等をੰ消するため、
情報提供、挣ఊ等によりਔ掟ཟ発に努めます。 

 
 
（９）柔軟な勤務形態の検討 
現૔বにおいて、ॸঞডーク、ইঞॵク५ॱॖ঒制などによる勤務時間のഩৡ化・多様化が進めら

れています。 
これらの検討の状況を注視しながら、多様な勤務形態の導入等について検討を進めていきます。 
 

 
 
 
 
 


